
橋本市業務継続計画（ＢＣＰ）
概要版

橋本市業務継続計画（ＢＣＰ）とは１

１－１ 計画の策定趣旨

1

１－２ 計画の概要と地域防災計画等との関わり

本市は、南海トラフ巨大地震や中央構造線断層帯における地震、風水害などによる大規模な自然災害などが発

生した状況であっても、市の機能を維持し、市民の生命、身体及び財産を災害から保護するという責務を果たす必

要があります。

本市はこの責務を果たすため、住民の生活を守るための最も優先度の高い「非常時優先業務」を設定するとと

もに、業務実施に必要な資源の確保・配分等の措置を事前に行っておくことにより、大規模災害発生時においても

適正な業務の執行を図ることを目的として、橋本市業務継続計画（ＢＣＰ）を作成しました。

業務継続計画（Business Continuity Plan）とは、あら

かじめ非常時優先業務を選定することにより、災害発生直後

から応急対策業務を迅速に実施する態勢を確保するために、

事前に必要な資源（職員、庁舎等、電力、通信手段等）の確

保・配分や必要な対策を定めることにより、災害発生後の業

務立上げ時間の短縮や発災直後の業務レベルの低下を防ぐ計

画です（図１参照）。

(1) 計画の概要

(2) 地域防災計画等との関わり

本計画は、「橋本市地域防災計画」を上位計画とし、

その実効性をより高めるための“二本柱”の計画のひとつ

に位置づけられています。もう一方の「橋本市受援計画」

は、人的・物的資源の不足やスキル・ノウハウ等の不足を

外部機関等を通じて確保する体制を確立するための計画で

す。

これらの３つの計画は、地域防災計画に係る個別のマ

ニュアル等も含め、互いに整合・連携を図ります。

図２ 本計画の位置づけ

図１ 業務継続計画策定に伴う効果のイメージ

１－３ 計画の実施方針（業務継続の基本方針）

大規模災害発生時においても、本市が担う

責務を確実かつ迅速に遂行するため、以下の

とおり、実施方針（業務継続の基本方針）を

設定します。

【基本方針】
１．市民の生命・財産等の保護に係る業務の優先的実施
２．必要資源の適切な配分・調整による最大限の有効活用
３．有事の業務継続に資する平時からの取組み推進
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○○○○○○

１－４ 計画の実施体制（対象組織）

本計画の対象組織（庁内組織）は、表１のとおり

です。

１－５ 計画の発動・解除と対象期間

本計画は、市長が、表３、表４の基準により判断し、

発動・解除します。

(1) 計画の発動・解除 表３ 計画の発動・解除の基準

(2) 計画の発動・解除

危機事象が発生し計画が発動されてから、計画が解

除され通常の業務体制に戻るまでの概ね１ヶ月間を対

象期間とします。
表４ 災害種別ごとの発動の目安

(1) 計画の発動・解除

(2) 指揮命令系統

職員の動員指令をはじめ、本計画の実施にあたっ

ての指揮命令の系統は、図３のとおりです。

(3) 指揮命令の代行者

本部長や災害対策本部の本部員（各部長等）等が

不在又は事故ある場合は、表２に定める職務代行の

順位に従います。なお、各部・班においては、各々

の責任者（部長・班長等）の不在時を想定し、複数

名の指揮代行者をあらかじめ指名しておきます。

図３ 指揮命令系統

表２ 指揮命令系統の代行順位

表１ 本計画の対象組織
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想定する災害と被害状況の想定２

○○○○○○

２－１ 想定する危機事象

本計画では、市民生活に影

響を及ぼし、市の業務継続に

大きく影響を与える全ての危

機事象を対象とします。

【対象とする危機事象例】
自然災害・・・・・大規模地震、風水害など
感染症・・・・・・新型インフルエンザ、SARSなど
武力攻撃事態・・・弾道ミサイル攻撃、ゲリラ・特殊部隊による攻撃など
緊急対処事態・・・ダムの破壊、大規模集客施設等の爆破等による攻撃など
ＩＴ障害・・・・・サイバー攻撃など

非常時優先業務の設定３

３－１ 選定対象業務と選定基準

(1) 想定する危機事象

(2) 被害状況の想定

発生確率が比較的大きい上に、市民生活に及ぼす影響も特に大きいとされる大規模地震について、県、市で予

測している被害想定を整理します。

中央構造線断層帯地震 南海トラフ巨大地震

地震規模
マグニチュード 6.8～7.3 9.1

予測震度 最大震度７ 最大震度６強

人的被害

死者 119人 24人

負傷者 180人 36人

避難者 11,735人（発災１週間後） 7,000人（発災１週間後）

建物被害
全壊・焼失 1,910棟 450棟

半壊 3,070棟 2,500棟

ライフライン被害

断水 32,000人（発災１週間後） 24,800人（発災１週間後）

下水道被害 1,066人 330人

停電 53,700人（発災直後） 26,000人（発災１日後）

表５ 市内の被害想定

危機事象発生時に限られた人的、物的資源で非常時優先業務を実施するため、以下の考え方に基づき、各部・

班における担当業務を予め整理・区分します。

表６ 非常時優先業務等の区分

図４ 非常時優先業務等の考え方

※公表年次：「中央構造線断層帯地震」は令和７年３月時点、「南海トラフ巨大地震」は平成25年３月時点の想定
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○○○○○○

３－２ 対象業務の選定、必要人数の算出

(1) 非常時優先業務の選定

選定した非常時優先業務の実施に必要な人数（以下「必要人数」という。）を算出した結果は、以下のとおり

です。

【選定結果】
⚫ 選定対象業務の総数は978件（応急業務：152件、通常業務：826件）
⚫ 通常業務826件のうち、非常時優先業務（優先度の高い通常業務）として選定された業務は205件、休止業務と

なった業務は621件
⚫ 選定の結果、非常時優先業務は、計357件（応急業務：152件、優先度の高い通常業務：205件）

(2) 必要人数の算出

表７ 非常時優先業務の選定結果

図５ 各業務開始目標時間における
非常時優先業務数（累計）

表８ 各業務開始目標時間における必要人数

図６ 各業務開始目標時間における必要人数
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必要業務資源の確保４

４－１ 人的資源の確保

職員参集予測結果は、以下のとおりです。

(1) 職員参集予測結果

(2) 職員参集予測結果と必要人数の比較

職員参集予測結果と非常時優先業務を実施するために必要な人数を比較すると以下のとおりであり、職員が

「１ヶ月以内」で最大529人不足する結果となりました。

表９ 職員参集予測結果

表10 職員参集予測結果と必要人数との比較

図７ 職員参集予測結果と必要人数の比較
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人的資源に関する課題と対策は以下のとおりです。

(3) 課題と対策

人的資源 課題 対策

職員 １．非常時優先業務を実施するため
に必要な人員の確保

２．職員自身やその家族の被災によ
り、参集困難となる職員数の削
減

１－① 全庁的な職員配備調整の実施
１－② 他自治体等からの応援受入れに関す

る協定の活用・締結
１－③ 他自治体等からの応援の効果的な活

用
１－④ ボランティアの受入れ体制の構築
１－⑤ 非常勤職員、臨時職員、経験豊富な

ＯＢの活用
２－① 家庭での防災対策の実施

表11 人的資源の課題と対策

４－２ 物的資源の確保

(1) 対象とする物的資源

非常時優先業務を実施するために必要な物的資源として以下の10資源を設定し、それぞれの現状・課題・対策

について整理しました。

物的資源 整理する主な内容

１ 庁舎等（代替施設を含む）
⚫ 本庁舎（災害対策本部）、代替施設の被災可能性状況
⚫ 職員執務施設の被災可能性状況

２ 執務環境
⚫ 執務室内の安全確保状況（キャビネット等の転倒防止、窓ガラス等の落

下・飛散防止等）

３ 電力 ⚫ 非常用電源や非常用電源用燃料の確保・備蓄状況

４ 通信手段 ⚫ 通信手段（災害時優先電話、衛星携帯電話等）の確保状況

５ 防災行政無線 ⚫ 防災行政無線の整備状況

６ 情報システム
⚫ パソコンやサーバーの転倒・転落防止対策状況
⚫ 重要な行政データ等のバックアップ状況

７ 水・食料等（職員用） ⚫ 職員用の飲料水・食料・生活用品の確保・備蓄状況

８ トイレ（職員用） ⚫ 職員用の仮設トイレ（携帯トイレ）の確保・備蓄状況

９ 消耗品（用紙等） ⚫ コピー用紙やトナーの確保状況

10 公用車・燃料
⚫ 公用車の所有状況
⚫ 公用車用燃料の確保・備蓄状況

表12 対象とする物的資源の整理内容

(2) 課題と対策

物的資源に関する課題と対策は以下のとおりです。

物的資源 課題 対策※

１ 庁舎等（代替施設を含む） １．浸水対策、土砂災害対策の実施
１－① 執務室、設備機器等の配

置の見直し

２ 執務環境

１．キャビネット等の転倒やガラス飛
散等による影響の予防対策の徹底

２．非常時優先業務を実施するための
執務室の安全確保

１－① 執務室を含む施設内の安
全確保対策の徹底

２－① 室内安全確保のための配
置等の見直し

２－② 復旧用・救助用資機材の
確保・充実

表13 物的資源の課題と対策

※対策番号の先頭（１－①の「１」）は、課題番号に該当
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人的資源 課題 対策※

３ 電力

１．長期停電も想定した非常用電源の
充実・活用

２．非常用電源用燃料の確保
３．電力の有効利用（消費電力抑制対

策の徹底）

１－① 非常用電源の充実
１－② 非常用電源の起動方法の

周知
２－① 非常用電源用燃料の備蓄
２－② 非常用電源用燃料の供給

に関する協定の締結
２－③ 非常用電源用燃料の融通
３－① 消費電力抑制対策の徹底

４ 通信手段

１．通信環境の不通防止対策、不通時
の早期復旧体制の構築

２．災害時優先電話等の充実及び有効
活用

１－① 不通防止対策の実施
１－② 通信環境の早期復旧体制

の構築
２－① 災害時優先電話の充実
２－② 災害時優先電話の識別と

有効活用の周知徹底

５ 防災行政無線 特になし －

６ 情報システム １．庁内ネットワークの寸断対策

１－① 庁内ネットワーク被災状
況の早期確認・把握体制
の構築

１－② ネットワーク機器の二重
化の推進

１－③ 重要データ（システム）
が使用できない場合の業
務継続方法の確立

７ 水・食料等（職員用） １．職員用の飲料水や食料の確保

１－① 職員用の飲料水・食料の
備蓄

１－② 職員用の飲料水や食料、
生活用品の供給に関する
協定の締結

１－③ 各職員による個人備蓄の
促進、自宅からの持参の
周知

８ トイレ（職員用）

１．断水時でも使用可能な仮設トイレ
等の確保

２．仮設トイレ使用時の衛生面の確保
３．上下水道施設の早期復旧（断水等

の早期解消）体制の構築

１－① 仮設トイレ等の備蓄
１－② 仮設トイレ等の設置場所

の確保
１－③ 仮設トイレ等の供給に関

する協定の締結
１－④ 設置・利用方法の周知
２－① 衛生面の確保に関する協

定の活用
３－① 上下水道施設の早期復旧

のための体制づくり

９ 消耗品（用紙等）

１．コピー用紙やトナー等の備蓄推進、
供給体制の構築

２．コピー用紙やトナー等の使用量の
抑制（災害応急活動時）

１－① 消耗品の在庫確保（備蓄
促進）

１－② 庁内での融通
１－③ 消耗品の供給に関する協

定の締結
２－① 事前印刷の実施

10 公用車・燃料

１．公用車の燃料の確保
２．公用車の代替手段の確保

１－① 公用車用燃料の備蓄等
１－② 満タン給油徹底の周知
１－③ 電気自動車等の導入検討
２－① 外部からの車両調達体制

の構築
２－② 原動機付自転車や自転車

の活用

※対策番号の先頭（１－①の「１」）は、課題番号に該当
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今後の取り組み（計画の継続的な改善）５

計画の実効性を確保・向上させるためには、教育や訓練を繰り返し実施していくことが重要であることから、

教育や訓練の計画等を策定し、これに基づき着実に実行することが求められます。

そのため、本計画に基づく非常時優先業務を円滑に遂行するために、下図に示すＰＤＣＡサイクルを通じて、

適宜、計画内容を見直し（改善）することにより、業務継続体制の向上を図ります。

図８ ＰＤＣＡサイクルによる継続的改善のイメージ

橋本市業務継続計画 概要版 令和８年３月 発行

橋本市 危機管理室
〒648-8585 和歌山県橋本市東家一丁目１番１号
TEL：0736-33-1111（代表） 0736-33-6105（直通)
 

概要

Ｐｌａｎ（計画）

・機構改革や人事異動により業務や人員配置が変更となることもあることから、定
期的かつ継続的に本計画の更新（改定）を行うほか、以下の場合をとらえて実施
する。

【計画】
① 被害想定の更新時
② 地域防災計画をはじめとする関連計画の更新時
③ 橋本市職員初動体制マニュアル等災害対応のマニュアルの更新時
④ 事務分掌の見直しなど機構改革時
⑤ 災害対応の中で課題が明らかになった時
⑥ 本計画内容の点検・検証を行うための訓練等の実施時

【非常時優先業務】
毎年度当初に事務分担表を作成するときにあわせて非常時優先業務一覧の見直

しも行う。

Ｄｏ（実行）

・職員全員が業務継続計画の重要性を理解し、個々の職員に課せられた役割を確実
に果たせるよう、研修・訓練や部署間の情報共有等を通じて本計画の周知徹底を
図る。

・個々の役割（業務）を確認することが重要である。 本計画に基づき、非常時優
先業務や休止する業務の判断や実施手順等を検証するため、必要に応じて職員研
修（防災教育）や訓練を実施する。

・危機事象発生時に迅速な対応ができるよう、チェックリストやマニュアルを整備
する。

Ｃｈｅｃｋ（評価）
・訓練等の実施（Do）を踏まえ、計画の実効性等に係る問題点の抽出、課題対応の
検討を適宜行う。

Ａｃｔ（改善）
・点検・検証（Check）により抽出された課題等に基づき、必要に応じて本計画の
見直しを行うとともに、次の計画改定時に反映する。

表14 ＰＤＣＡサイクルによる継続的改善の概要
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